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ソ連邦における個人的副業経営

一一ーとくに社会的経営との関係において一一本

[ Ic:i 次〕

序文

I 二つの捉え)J

木 キ? 汎

illf居人的記11莱経蛍の将来

結晶

互 個人的副業経営と社会的経営との関係

ー過去から真剣に教訓をひきだし，集i主主義経済Iこ討
げる信人的なるものと社会的なるものとを結びつけ

るすべての問題にたし、し，より一層地に足つけたア

プローチをおこなうことが必要不可欠で、ある O

(A. クラエーヴ、ァ)1)ー

序 文

改めていうまでもなく，ソ連型2) r社会主義」む経済的3) メノ1--グマーノレをなしているの
は，①生産手段の国有・公有，@中央集権的計画，の二昔話震にほかならなし、。しかるに，

革命後半世紀を経た今日のソ連社会においてもなおこの二大原別の大きな例外をなすの

本本稿iま，先に)詰請した「ソ連邦にお，-rる{毘人的副業経吉一一一社会主義社会におけると留人的なるものミ

の比重と歴史的展望-J(藷木正道・ ftj村真一編，r共産圏の最近の動向』所収〉の姉妹編ないし続編
と名づけるべきものである O 両者の内容はごく -~{íH重復しているが，それぞれ副起にしめした異なった

i話題意識にアクセントがおかれており，両者ーの許誌が義望される。つぎに，本稿執筆にあたり，協力を
惜しまれなかった次の方々に感謝の念を表明した L、。すなわち， J(去との長時間にわたる討論の時|碍

を部かれたうえ御自身の貴重な資料をコピーしてお届;ずくださっと， Iソ')二ト経済における侶人説柔
経営J(大阪市大『経済学雑誌J，第65主主，第 lほ， 1971王子 7)1)の苦i';-)長田整氏。無面識の筆者に，長1J
I~ 身の街i労作の故:hrìlJ rハンガゾ一社会主義農菜にお;tる{昌人選業経営に関するー資料J0-立金支1I経営
学jl， ~ 9i主，第 1号， 1970年 4}j)， r中国社会主義農業にお:ナる釘人副主経営J(大谷山手学校 F研
究紀要j，1967年第 5J4-)などをお送りくださった一八二子謹二氏。 ならこJ、に， 1972与9月 8l::l， rソ連・
東欧学会主目立大会J(於嬰r:l~大学〉で本請の骨組みを口頭発表したさい， コメンテーターをしてドさっ
た， rコルホーズ農家およびコノレホーズ商業について一一一コルホーズ農菜における私経済部分の投討
-Jσ農業総合研究ム第12巻2号， 1958年 4月〉および「社会主義農業と個人副業経営J(的場徳
造・ rfj木秀夫編苫『海外諸1"]における農;主権j告の民間dj，東京 liぶri'Y.u命fl:， 19661ヲI-~x.) の苦λ:JL毛忍

氏。 IlIjじく， I"j'子会のJhPJのす日(なにおける注長松トftiHiUi:;， ロIUJt;-L，!!日告~di J-i:; ， 1"U"i陸三i主主ど。 iー
かしながら，本誌が， {iif外留学 J、の IU発を ]liIIfに控えたきわめて慌〔いi冷却jに執〆去された'ji:悼の/二め

iこ， u上心 }j々の御協)Jと良重なアドヴアイスケミ在告が!づナ生か L;と江かったこと々 ，i.策くお詫乙;、:
ておきたい G

1 ) A. KpaeBa，“JIH<JHoe H o6mecTBeHHoe B KO.'IJIeKTHBHOM X03域 CTBe，" flapmUUflaJl JlCU31仏
くN2.10， 1965)， CTp. 23. 
2 )今日ソ述郊で発品をみているのは， 必ずしも本米の社会主義でなく， あくまでレーニン流ないしソ

連型の f社会主義」でしかないという筆者の見解にもとづく。

3) ソ連明日!-.会主義J の政治nw におけ'る泣)~U)持i負;に ・党独裁でお乙。
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木村 汎

は，住宅付属地(ロpHcaぇe6H副長 y1.JaCTOK3eMJIH)でおこなわれる農業生産形式，すなわ

ち， I個人的爵業経営J (λH1.JHOe rro~c06HOe X03戚 CTBO)一一西側では， 千家庭菜園J

(private garden plot) と呼ばれるーの存在である O なぜならば，倍人的説業経営は，

第一に，その経営のためにとうぜ、んあるていどの小農具，家畜，等の生産手段の私有を許

し，第二に， そこでは計画化されざる生産活動をおこない， しかもその余剰生産物を，

需要一供給の一致によって価格が決定されるシクミのコルホーズ自由市場で換金化するこ

とを認めているからである O

しかも，この程人的副業経営が，ソビエト農業生産くことに，野菜栽培や畜産の分野に

;おL、て〉に演ずる役割は，!依然少なくない何回e HeMaJIa匁)J(ブレジネフア〉のである O

つまり，詳しい数字は別稿でしめしたがア要約すると，たとえば、 B.A.ベリャーノブ

か述べるごとく， 現在ソ連の部i人的MU業経営においては， ~総農産物のはとんと 3 分の 1

が生産されJ，I約一憶の入閣がなんらかの形でその経営に関係し_LI実際上訟の半分の人

口がその?肖費に参加」してし、る c引したがって，この個人的副業経営がソ連の国民経済全枠

に占めるウェイトの大きさは，同様にソ連社会に存続している非社会主義的経営形式とし

ての「小規模私的経営J(個人農や非協同組合手工業者〉のそれとは， とうてい同討に論

じえないのである O したがって又，前者は，後者がソ連経済におけるその「ネグリジェブ

ノレJ7)なウェイトの故に比較的容易に免れえた子社会主義J社会におけるその存在事由の

工夫に，一層強く迫られることにもなる O では，ソピエトの学説は， 11毘人的副業経営にい

かなる理論的正当化(ないし弁明?)を与えているのか? 外部(西部，中国，など〉の

見解と併せ簡単に検討することから，本稿をはじめてみよう O

E ニつの捉え方

西側欧米諸国の研究書8) V主， ほとんど例外なく，個人的副業経営を「私的セクター」

(the private sector; der Privatsektor) と捉えている O その主な理由は，既述のごとく，

4 )刀.11. 5pe)l{HeB， Om'iemHbtUδOKAad lleHmpaAbHOZO KO.MUmema KnCC XXIV coe3dy 

KO.M.MyHucmu初 CKOUnapmuu COBemCK020 Co幻3a(30 .Mapma 1971 2oda). (MocKBa: 
口OJI滋TH3，ll.aT.1971)， CTp・89.
5)木村汎， Iソ連邦における個人的副業経首一一一社会主義社会における E悟人的なるものミの比重と壁

史的畏望一一J，藷木正道・市村真一編， u共産圏の最近の動向』所版。
6) B. A. 5eJI兄HOB，J]uり{.oenoδco6Hoe x03flucm8o npu co~ua.J似3.Me. (MocKBa:民3，ll.aTeJIbCTBO

<<3KOHOMHKa>>， 1970)， CTp. 3. 

7) 1l. M. reHHKHH， npa80 co6cmBeHHocmu B CCCP. (MocKBa: roc幻P沼3ぇaT，1961)， CTp. 68-
69; r. 11. WMeJIeB， J]u吃Hoe noδco6Hoe x03flucm8o u ezo C8fl3U c o61.qecm6eHHbl.M 
npou380dc m80.M・ (MOCKBa:日3，ll.aTeJIbCTBO<<MbICJIb>)， 1971)， CTp. :36. {LLしニムーゴスラグィ

アマペミーランドーとi工， I主要なJ(OCHOBHbIH)役割を菜し -cl' :::J 0 WMeJIeB， ma.M :>>ee， CT予.'.37. 
8)たとえば， J. A. Newth，“Soviet Agriculture: The Private Sector 1950-1959，" Soviet Studies. 
(Vol. XIII， No. 2， 1961)， pp. 160-171;“Soviet Agriculture: The Private Sector 1950-1959 

- Animal Husbandey，" Soviet Studies. (Vol. XIII， No， 4， 1961)， pp. 414-432; A. N. Sako荘，

“The Priva te Sεctor in SovIet AgriculturεアMonthlyBulletin of Agricultural Economics & 
5tatistics. (Vol. 11， No. 9， 1962)， pp.1-12; KUJ トEugenWadekin， Privatjうroduzentenin der 
sowjetischen Landwirtschaft. (Koln: Verlag Wi出 en邑chaftund Politik， 1967);“Der Kreml 
und Der Privatsektor: Ein aktueller Ruckblick，" Osteuroρa. (Heft 7， Juli 1967)， S. 413-427; 
“Chru出 htschowsKampagne gegen den Privat記 ktor，"Sowjetstudien. くNo.22， 1967)， pp.34-
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ソ連邦における個人的自業経営

①生産手段の私有，@非計画的な生産，@余剰生産物のコノレホーズ市場での換金化，④社会

的セクターにおける労働の犠牲， 等々である O したがって， 倍人的副業経営は， ソ連型

f社会主義」農業の本来在るべき形態とし之の社会的セクター〈ソフホーズ，コノレホーズ)

における集団的協同的経営と対立・矛請する O その意味で， それは， rクレムリンに突き
ささった!練J(a thorn in the Kremlin's side)9)であるつにもかかわらず，それがソ連社

会において「寛容された悪J(a tolerated evil) 10)ないし[必要悪 I (a necessary evil)lDと

して許容されるのは，ひとえに社会的セクターにおける良業生霊の著るしし、立ち遅れ故に
ゾ立レユノ ガ， -宅ン

他ならないc つまり西側専門家は，ソ連の個人的副;業経常を，イデオロギー的要請が現実

的必要に妥協してしる典型HダIjとして説明するわけであるた

また， 'f-q司も，ソ連における倍人的副長経営を i私的 jなものと観念するjlUニぷい」ζ，

i白羽j資本主義諸悼の専門家と軌を寸こして L、るOたとえば， 1965年 11月の f人民 11報』

は，ブレジネア政権の農業政策の基礎を据えた1965年 3月24-------26日のソ連共主党中央委員

会(設業)総会を非難して，つぎのごとく述べたc

「新しいソ連共産党指導部は，農村においても又，資本主義を促進Lてしる。それ辻，私的経済を

主展させ，佐宅付属地の担肢を増大し私的所有権としての家畜数を増大し目lIJfh場を拡-大L，

iミ由貿易を奨励してL、るJo12) (強調，点一本村)

このような西側や中国の理解や非難にたL、L， ソビエトの学者たちは， まず， 個人的

副業経営を「私的セクタ j (qaCTHWU CeKTOp)に非ず13)と弁明する C 彼らによれば，

倍人的副業経営は， た Lかに. そのプザミティプな生産手段や信人的な労悌プロセスと

L 、う}~\において，志的小規模経営 (MenKoe qaCTHOe X03矧 CTBO) と a連の共通性を有し

はする C だが，それは，私的小規模経営とは，根本的にJ(B KOpHe)14)ないし「原則的

75 ;じ.A. Knox Lovell，“The Role of Private Subsidiary Farming during the SOVIεt Seven-Y ear 
P1an， 1959-1965， "80uiet studies. (Vol. XX， No. 1， ]uly， 1968)， pp. 46-66; K. ¥Vadekin， '‘ Private 
Production in'SovIet AgriclIlture，" Problems of Communisl'n. (Vol. XVII， I¥o. 1， ]an.-Feb吋

1968)，ρp. 22-30; ]ohn W. DePauw，“ The Priva te Seじlor ロ SovIet AgriclIltllre，" SlαVZC 

Review. (Vol. XXVIII， No. 1， March， 1%9)， pp. 63-71 ; K. vVadεkin，“Kolkhoz， SovkllOZ， alld 

PrIvate Product i.on in Soviei Agricultllreア inVV. A. Douglas Jacksun， Agrω'ian Poli五csand 
ProblenlS in Con宮munistand lVon-communist Countries. (Tokyo; Univer己ityuf Tokyo Press， 

1971)， pp. 106-141，など。

9 ) Lazar Volin，“Khrushchev and the Soviet AgriculturεScene，" in Gerzy Karcz (ed.)， Soviet 

and E ast E uroρean Agriculture. (耳目kleyand Los Angeles:じniversityof‘ Ca lifornIa Press， 

1967)， p. 18. 

10) Alec Nove，“Economic Poli.cy and Economic Trends，" in Alexander Dallin &τhumas B. Larsen 

(ed.)， ，<..，'oviet Polit ics 8incc Khrushch正弘 (EnglewoりdC!iff， N.].: Prcntice-Hall， 1I1C.， 19(8)， 
p. :):5. 

11) L. Vulin， 0)う cit.，p. 18. 
12) H38eCmU5l・ (17 HO兄6p兄， 1963)， CTp. 2 元通ら j寺づ!JIj 0 

13)たとえば B.r. BeHJKep， KO.!lX03HblII cmpou Ha COape.AteHHO.M amane. (MocKsa:日3.llaTe-
.'IbCTBO <<3KoHoMHKa>>， 1966)， CTp. S~; B. E. rpHI'OpOBCKH負， M. A. AJIeKCeeS， .Hu'tHoe 

nooco6Hoe .ぇ035lUCmaO1CO.!lX03HU1Coa， pa60吃UXU c.!ly:JIcau~ux a CCCP. (JIemlllrpaJJ.: 

討3.llaTeJIbCTBOu7J.emmrpa.llCKOrO yHHsepCrlTeTU， 196ぷ)， CTp. 23，τどり
14) r. WMe，TIeB， “3KOHOMHQeCK3兄 pOλb JIHQHOrO nOAc06HOI'0 X03兄註CTsa，"BOnpOCbl 3KOHO-
.+tUKU. (NQ. 4， anpeλb， 19(i込1 CTp. :.?-S. 

}
 

Z
弘
、Qd
 



木村汎

にJ(npliHll.lHUIaJIbHO)15)異なるのであるOなぜならば，①個人的副業経営は，それを基盤

とする独立の階級ないし社会グループ。を生みださない，つまり社会主義経営と異なる特別

のウクラードを構成しなし、からである016〉また，②両者は，それぞれ「私的J(qaCTHa匁)，

「個人的.J(JIliqHa兄〉と頭に冠せられた修節句が異なるのみならず，憲法規定とも区別さ

れているからである O すなわち，ソ連憲法は，値人農ないし非協同組合参加の手工業者の

私的会規模経営を f許容するj 包onycKaeTc兄)[第 9条)17) のに比 L，倍人的副業経営を

i一保護するJ(OXpaH兄eTCH) [第 7条，第§条〕戸1同8) と規定しているのであるOf1凶9

ソピエト学者にとつて，もし個人的副業経営が西側専門家のいう[私的セクタ ~J でな

し、ならば，では-・{:，{;:それは何であるか? ソピエト学者は，個人的副業経営を， r社会主
義のユニーグな経諸説象 1，20) 社会主義的農業生産の特妹な形態 121) [-特殊な形態の個人

的所有権j22) と説明する。そして，その「特殊性 (oco6eHHOCTb)23)を，つぎの諸点に求

める。①ふつうの個人的所有権が消費手段を対象とするのに比し，個人的副業経営は，

ある種の生産手段を含む。したがって，消費的性格のほかに，生産的性格を併せもつ。②

ふつう個人的所有権が社会的セクターにおける労働の結果であり，直接的自己消費を目的

とするのに比し個人的副業経営は非社会的セクターにおける労動成果であり，一部コル

ホーズ市場における換金化の方途が開かれている O したがって消費的性格のほかに，部分

的に高品交換的性搭をもっ024〉

このような特殊詮にもかかわらず，ソビエト学者が依然として個人的副業経営を個人的

所者権とみなす根拠としては，以下の諸点が指構されている C 期ち，①生産手段の私有と

はいえ，それを本来禁じる理由たる資本主義的搾取の余地が全く存在しなL、025〉②コルホ

ーズ甫場で得る所得も，資本主義的な生産拡大のために貯えられるの亡なく，非食糧品に

たし、する侶人的消費需要の充足のために用いられるom③種々の質的・量的規制が課せら

れ野放図に膨張しないシクミになっている 027)@社会的セクター経営に密接不可分の関係

で結びついている 028)@社会的セグターにおける生産の発展とともに，究霊的に縮少・ 7首

15) 5eJI兄HOB，Oρ.cit.， CTp. 30. 

16) TaM:JICe; B. BeHiKep，“Uoえco6HbleX03凶 CTBa-)J.onOJIHHTeJIbHbI註HCT01.JHHK口予OH3BO.ACTBa
CeJIhCKOX03HAcTBeHHWX npo江yKTOB，"BOnpOCbt 3KOHOMUKU. (地.7， 1962)， CTp. 59. 

17) KOHcmumyquH (OCH08HOii 3aKoH) COlO3a C08emCKUX CO考ua/lUcmu吃eCKUXpecny6/lUK・

くMOCKBa: 113.AaTeJIhCTBO <<113BecTHH COBeTOB 江enyTaToB Tpy.A兄lll.HXC兄 CCCP})，1960)， 

CTp. 12. 

18) TaM JlCe. 

19) A.兄 Ko出 eJIeB，JIuttHaH C06Cm8eHHOCmb 8 co勾ua/luCmUttecKO.M 06l1{eCm8e. (MOCKBa: 
113.AaTeJIhCTBO COUHaJIhHO-3KOHOMH可eCKO負 JIHTepaTyphI，1963)， CTp. 103. 

20) rpHrOpOBCKI拍， AJIeKCeeB， 0ム cit.，CTp. 3. 
21) TaM JlCe， CTp. 26. 

22) TaM JlCe. 

23) T aM :JICe. 
24) Ta.M JlCe， CTp. 26-32. 
25)たとえば，Ta.M JlCe. CTp. 22-23. 
26) BeHiKep， KO/lX03HbIU cmpoii ......， CTp. 47. 
27) BemKep， ，‘日0.AC06HhleX03完政CTBa.....吋"CTp. 59; rpHfOpOBCKH札 AJIeKCeeB，0)う.cit.， CTp. 23. 
28)たとえi上， rpHrOpOBCKH詰， AJleKCeeB， op. cit.， CTp. 23. 
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ソ連邦における銅人的副業経営

滅してゆく運命にある 29) 等々。

たしかに， r圧倒的大部分J30l の生産手段の国有・む有が達成されている 7社会主義」
の大枠のなかでの個人的副業経営は，資本主義的な私的経営とは異なった性格の形態であ

ると君、われる O しかし，地方，元来出費手段を対象とするーことによって成立 Ltニ31)ところ

の特殊ソピエト的法概念としての「個人的所有権Jのコンセプトを，生産手段を含む個人

的副業経営にまで拡大解釈することに非う理論構成上の苦しさも否めなL、。つまり，個人

的副業経営には，生産的一泊費的「二重性搭J C.lI.BOHCTBeHHa匁 rrpHpO.ll.a)32)が存在し

それがその法理論的把握の匿難性，竣味性，複雑註となって現われているのである C この

個人的副業経営の二重性格については，後に再ひ、触れるく110-111ページ)0だが，本稿の

筆者は，個人的l!';1j業経営が私的セクターか，または信人的所在権かとし寸法律的定義論争

にさして関心はなし、。

むしろ筆者は，個人的副業経営が，ソ連型[社会主義J社会において坂存することから

起る諸問題に，より大きな関心が唆られる。即ち，個人的副業経営は，生産手段の国有・

公有にもとづく社会的セクターくソフホーズ，コルホーズ〉における集盟的な農業生産経

営方式にたいし，いかなる立場‘関係にたつのか?く11) また，上記のソビエト側の理論

構成の背後には， 後述するごとく倍人的副業経営が， イデオロギー的には必ずしも好ま

しい存在はないが，現実の農業生産におレてそれが占めるじ豆、要不可欠なJCHeo6xo.ll.H-

Mbl詰)33) ウェイトの大きさ故に，なんとか理論的に[社会主義j原理と矛盾しないものと

して説明(正当化〉せねばならないという苦心のほどがありありと窺われた O しかし，こ

心ように鱈人的副業経営を必要悪として観念L，将来その消滅を予定することが，果して

司能でありまた妥当で、あろうか? (111)つぎ、に，この二つの問題iこ焦点を移行させよう、〉

日 個人的罷業経営と社会的経営との関係

ソピエトの学者は，個人的副業経営と社会的経営との関誌を，競争・敵対・矛君のそれ

でなく.結合・依存・共存の関係として捉えようとする O たとえば，ソ連農業問題の権威

B. r.ヴエンジェノレは， 断言する o I社会的なコルホーズーソフホーズ生産と社会的な髄
人的副業経営との間には，いかなる競争 (KOHKypeHl1.Im) も存在しないし， また存在し

えないJo34) また， B. A.ベリャーノフも同様に述べる C

[社会的経営と個人的経営との関誌をすんでのところて、敵対的な(aHTarOHHCTH可eCKHe)関係におミ

うとする試みが，わが国の文献のなかにもあった。しかし客観的な分析は，そのような結論を支持

LなL、。・…..['{医人的経営は，集団的経営に矛君しない (HenpOTHBOpe可HT) のみならず，それ

~9) TaM :JICe， CTp. 24. 

30) H. C. XpymeB， 06 omMefle 1ia.llOZ08 C pa6o'iux U c.Ily:JICall{ux U δ'pyzux Meponpuflmuflx 

flanpa8.1leflflblX fla n08blLUeflue 6.1lazOCOCmoflflufl C08emc1COZO flapoda. (MocKBa: locno・

JIHTH3，lJ;aT， 1960)， CTp. 29. 
31)木村汎 fソ連郊にお;ナる個人的所有権とその将来性一公共治費フォント、との関連において-jく京都

大学 F法学論Jtえjj，第84岳， W6せ， 1969年 3月).とくに p.49.
32) Eeえ兄HOB，op. cit.， CTp. 34. 
33)たとえ;ぎ，日lMeλeB，Oρ cit.，CTp. 27. 
:~4) BeH)Kep， KO.llX03flblII cmpou ......， CTp. ;)リ.

101 



木村 汎

に直接依芽 (3aBHCHMOCTH) していることは，明らかで島るお。35)

コンブ官タト

しかし，ソビエトの学説といえども，この二つの経営の関に衝 突の側面が存在するこ

とは，承認している 036}そのもっとも分りやすい例は，農繁期 Ot又穫期〉における労働の優

先煩序である O すなわち， A表がしめすごとく，ソ連邦におし、て 5"-'9月は，社会的経営，個

人的経営の再方にとり猫の手も借りたし、「もっとも緊張した月」くMeCH~bI HaH6oJIbllIerO 

HanpmKeHHH)37)で，このとき両経営にとり労働は二律背反的性搭を帯びる O

A表 1965年におけるロシア共和国のコルホーズにおける社会的

経嘗と個人的副業経営における労働利用にみられる季節性

(最大の労働支出の月にたし、する i三分率〉

)j I 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
経営、一 月月Ji )1 汀月月 )j )]月足月

¥ ¥ 

社会的経営 56.6 54.6 63.7 66.3 79.8 85.4 100 98.788.7 77.4 64.2 63.8 

〔出所〕 r. H. llIMeJIeB・JIuゼHoenoδco6Hoe X03J否認cm80u ezo CBJl3U C o6~eCm8eHHbt.M 

npOU380dcm80.M. (MocKBa 民3えaTeJIbCTBO<<MbICλb))， 1961)， CTp. 110. 

また，農繁期を別にしても，個人的副業経営が社会的生産に損害をあたえ， I個人的消費

の限度を超える大きさに膨張するJ38) などあらゆる種類の「不建康な傾向J(He3)1.0pOBbIe 

TeH)l. eH~HH)3のをしめしがちなことが， ソピエトの学者によって指摘されている O そし

て， B. E.グザゴロフスキー=M.A.アレクセーエフも， fこの生活の現実的矛震を無視す

ることは，理想化された理論的シェーマのために現実の客観的分析から逸脱することを意

味するJ40) と述べている O

したがって，ここに個人的副業経営が所定の規模を超えて伸長しないよう，なんらかの

コントロールをおこなう必要が生ずる O が，その方法には大きな制約がある O つまり，こ

のようなコントロールは往々にして行政的な力による制援の形をとり，その結果農業生産

のダウンと農作物髄務の上昇を導きがちなのである O そのことはソ連における信人的副業

経営の歴史が見事にく?)実証している O 要するに，ここに，個人的副業経営にとって，

最も怖ろしい悪循環が存在するといって差支えなかろう O ヴェ γジェ/レも，このジレンマ

35) BeJIHHOB， ot. cit.， CTp. 129-130. 
36) KOllleJIeB， 0ρ. cit.， CTp. 110. わがl'hlでは，副島種典氏が， ソビエトの新i書記事公材料にして，こ
の側面における弊害，たとえば， I住宅付属地の労働のなかに辻，自家労働だけでなく強制された労
働も辻いっており，資本家顔ま汁の搾取がおこなわれているjこと， Iコルホーズ市場で農産物を売
るのは， 自己の労鶴によって坂穫を得た農民家族ではなく， 農民から安く買って都市住民に高く売
るとりっぱなミ私的商人であるJことを指摘している。〔副島種典， Iソ連邦における反社会主義的現
象およびそれとの闘争ム同氏著『社会主義経済の諸問題』東京:青木書広， 1967， pp. 164-172.) 

37) llIMeJIeB， ot. cit.， CTp. 110. 
38) BemKep， KO.llX03Hbtii cmpoii……， CTp. 54. 

39) Ta.M :>>ee. 

40) rpHfOpOBCKHえ A... 'IeKCeeB， ot. cit.， CTp. 31. 
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C.n:HJIeMMa)41)をつぎのように説明しているO 日く. I社会的コルホーズ経営の発展が不

十分であればあるほと， したがって叉コルホーズ員の生活水準が低ければ低いほど，それ

だけ一層彼らの個人的消費的副業経営への関心は強L、しかるに，錨人的副業経営への関

心が強ければ強いほど，すべてのコルホーズ員が社会的生孟にうi入れられることがそれだ
け一層困難となり，したがって又その遅れの克扱がそれだけ一層困難となる C これは真理

であるJ，42) とC

A.結合-{衣存の関孫

しかし，ソビエト学説は，以上のごとき個人的副菜経営と社会的経営の利益信突の具体

例，もしくは諒理的なく?)矛盾の契機さえ夜、めているように思われるジレ γマの制i面

に気づきつつも，それらをむ Lろ例外的とみなそうとする。つまり，ソビエトの学説は，こ

ういうケースがあるかりといって，再経営の相互関連を，社会的インタレストと個人的イ

ンタレメトの「最も成功した実現形態J(HaH6oJIee y.n:a羽 ble<tOpMbI ocy回 eCTBJIeHH冗)

とみなすその原期的態度を些かも変更しようとはしないのである O

ソビエトの学説が再経営の「結合j (CO呪 TaHHe)43) 関係を強調するさい援用する論拠

は，主としてつぎの二点である O①商経営は，く主体〉の共通性を有する 044〉つまり，個人的

副業経営をおこないうるのは，社会的経営に積極的に参加する勤労者すなわち後者の主体

と rpJ--~入に他ならぬ。 ②丙経営は，ある種のぐ生産手段〉の共通性を有する C つまり， 1国人

的副業経営のもっとも重要な生章子段としての土地は，国家から永久貸与され，飼料，農

機具，牧草地なども、大部分社会的セクターから提供されるJ5〉ミれらの論拠からソビエ

トの学説は，両経営の利害がたんに「結合j しているというよりも，むしろ個人的副業経

営が，社会的集窪経営に i誼接依存してJ CB rrp制 0註 3aBHCHMOCTH) おり， i社会的生産

なしにはまったく存在しえないJ (Boo6me He MO)KeT cymecTBoBaTh 6e3 o606me-

CTBJIeHHOrO rrpOH3Bo.n:CTBa)4むとすら，説くにし、たってL、るO たとえば，わが量の研究

家藤田整氏も，この「立場に賛成J47) されてL、る。

しかし，地方，わが冨におけるもう一人の研究者丸毛忍氏は，丙経営が依存することを

等 Lノく強調されるが，その依存関係を、ソ連や藤田氏とはちょうど正反対のものとして捉

えられる O つまり，丸毛氏によれぽ， fコルホーズは・・・…コルホーズの全余剰ないし賃金部

分に喰い込むほどのものを函家に吸いあげられても，一方では個人副業経営部分がある7、こ

め，農民の生活はそニで維持される……というメカニズム J48) があり，子このような意味

41) BeHiKep. KO.llX03flblU cmpou ....... CTp. :l(j. 
l~) BeHiKep. T a.M :JICe. 
，1:))江lMeJleB，“3KOHO泌HtJeCKa兄 pO.llb......，" CTp. ~7. 
44) 5eJl兄HOB，Oρ.cit.， CTp. ~~， ;s3. 
45) 5eHiKep， KO.llX03flblU cmpou ......， CTp. 48. 
46) 5eλ兄HOB，01う.cit・， CTp. 130， CTp. ~35. 
47) II;矢田整「ソ '7ェト経済にお:tる個人民iJ菜経常J(u経済学者t，;.UJ~65在指 1~;'). 

48)丸毛忍， Iコル
1険灸辻一一J，[i 11'段Z:業裳肘f総とf会?拶研f'j'なピ <0 必:X~ L口~ {岳主. 沼三:リ;. 1ωリ5応8f午l'一 ιiυ}月jυ)， pp. lm-~m. その主主均としご. 泌

氏， I fJ 今 Jミ L~史民れと W，j 人 I.\IJ ;rr長 'jl;;; 一一-'J 、 L~Jl!:;j出心 -lt1rlur ._.~-j タ In地位jii-山本元夫部著Iil'hlタト諸
IE¥;こお:t乙農*構造の展開JJC ~叫 I! ぶぷ，i~!Î r-i， 19(6)， pp. 339-340. 
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で，コルホーズ農家の個人副業経営は実はコルホーズ存在の基盤となっていたJo49) そし

て，このような「倍人副業経営への依存J50) (強調点一木村〉は，その後，あるていど減少

したが， 1"コルホーズの二重講造の解消……にはまだまだほど遠い実状にあるJ51)と結論

されている O 同様に，ソ連にも，論旨がさほど明確でないとはいえ，個人的副業経営をコ

ルホーズ制度にともなう不可欠の付属物とみなす者もいる O たとえば， r. B.ジャチコフ
は， Iコノレホーズ員の副業経営は，コノレホーズ制度の国有の部分 (HeOTもeM.neMa兄 qaCTh)

であるJ52) と述べる O

以上のように，信人的副業経営と社会的経営との関連にかんし，まさに正反対の依存関

係が強調されているのである O 残念ながら，本稿の筆者には，そのL、ずれの見解がソビエ

ト農業経営の実相によりー震よく合致しているか， 実証的に判断するデータを欠いてい

るO しかしながら，筆者の本稿の第一の関心にとっては， さしずめ両学説の最大公約数

〔社会的経営とコjし末ーズ&ソ7*ーズ内における舘人的経営の
再生産関需の図解〕

Ct.:l:l所Jr.l1.立lMeJIeB，J]Utf，HOe noδco6Hoe x03fllIcm8o U ezo C8fl3U C 0611{eCm8eHHbl.M 
npOU380dc m80.M・(MOCKBa;I13.llaTeJIbCTBO <<MbICJlb>)， 1971)， CTp. 108-9. 

49)向上。

50)向上， p.340. 
51)向上。

52) BeJIHHOB， 01弘 cit.，CTp. 25から再引用。
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(? )として，再経営が互いに他に怯存し他を必要とする間関係にあるとしづ事実の確認

で十分である C シュメザョーフは，上図がしめすごとく，錨人的副業経営と社会的経営と

の拐に法，生産，分配，交換，消費のすべての再生産過程において，そのいずれの飽への

依存とも判別できないまでに「有機的に連関J(OpraHHQeCKH CB兄3aHbI)54) した密接な関

係があると述べている O

B.生産物の分業

個人的副業経営と社会的経営との間には，このような密接な相互依存の有機的関連があ

る一方，自然に形成された「分業J (pa3江eJIeHHeTPY Jta)55)関係も存在する O つまり，

再経営は，農業生達物の品目において，独立の守備範屈すなわちそれぞれが得意とする

「特別の専門分野J (CneUH中HQeCKaHCneUHaJIH3aUHH)56) をもっO

Lかも，社会的経営と倍人的副業経営のそれぞれにおける specialitiesの優先願{立は，

丁変正反対といえる O すなわち，読者の経営方式においては，穀物が第一煩位で，じゃが

いも，野菜，が最終顕位であるが，後者においては， じゃがし、も 〈総生産の 3分の 2)， 

野菜(同亡く 5分の 2)が第イi賓{立で，穀物が最終)1民位であるJ7〉前者;工，機械化に間11じ

む品目， 後者は手間のかかる品目に強みをもっといえよう O たとえば， じゃがし、も， 野

菜，畜童の分野では，倍人的説業経営のほうが社会的経営よりも生産性が遥かに高いので

ある o B. B.グザゴロフスキー=M.A.アレグセーエフのつくったち表は，準拠データが

やや古い (1965年〉が， 個人的副業経営が，社会的セクター(ソフホーズ，コノレホーズ〉

3 表

指 主主 じゃがいも| 野 菜

播 種: 面 右ー 〈劣〉 38.7 

i反 穫 :lli: (%) 62.6 44.5 

個人的副業ズ経に営比較のソフホーズ量ル~(%) 
コノレホー しての収穫 170 127 

Cf1所] fpHfOpOBCKH詰， AJ1eKceeB， op. cit.， CTp. 39. 

に比べ，播種面積あたりの以穫量で非常に高い比率(じべJ がし、も-170%，野菜-127%)

をあげていることを示している。 r司援に 1ヘグタール当りの牛肉ならびに羊毛の産出量に

おいて，個人的副菜経営は，それぞれ 118kg， 38 kgで， コルホーズ経営におけるそれぞ

れ 78kg， 13 kgを大幅に上まわる 05S〉

倍人的副業経営が，機械化の立遅れにもかかわらず，じ.~:- i'J ~ l，、も，野菜，肉，牛乳，卵

53) B. A.べ 1)ャ，ーノノ;上， あるところでこれに¥¥-'¥':;)ばする玄見を述べも LているっすなわtJ， 徒によ

れ:工.rもL，f!r，!人的高ij業経常がコルホースへの ((ιの必須条件でたいならば， コルホーズ所有権もま
た将人的品業経営のが庄の必須条{'!で危 L¥iと口 5eJI兄HOB，op. cit.， CTp. 26. 

54)立lMeλeB，“3KOHOMH'IeCKa兄 pOぉ…プ CTp.27; JJu'i1loe nodco61loe x03flucmoo ...， CTp. 111. 
55) tことえ(f，5eJIHHOB， 0ρ. cit.， CTp. 65; rpHropoBcKH説， AJIeKCeeB， 0ρ. cit・， CTp. 37. 
56) 5eJIHHOB， op. cit.， CTp. 79. 
57) Ta.M :JICe， CTp. 78-79; rpHropoBcKH詰， AJIeKCeeB， 0ρ. cit.， CTp. 38. 
58) 5eJI刃HOB，op. cit.， CTp. 95. 
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などの産物において生産効率が高い理由は， そこでの労働がきわめて「集約的J(沼HTeH-
CHBHO)5めに行われているからに他ならない。より具体的にいって，個人的副業経営は，

社会セクターのもつ大規模経営としての憂位性60)を欠如する代りに，次の利点をもっO

a )住居，畜舎， 貯水池への接近性 (6JIH30CTb) にもとづく頻繁かう充分な濯水やテイ

ク・ケア 0 6)食事の残り屑など半端ものの飼料・肥料としての効果的な利用o B)家庭

労働や余暇との巧みな結合による時間の経済 (3KOHOMHH)o r)婦人，高齢者，未成年者

の労働の利用，等々。61) これらソ連学者による説明に，さらに精神的要国，すなわち社会

的セグターにおいては充分培養しがたい，自己の労働の対象たる家蓄や作物にたL、する特

別の 4靖愛，記慮;責任感，イニシアチーフ，創意，革新などを，是非共付け加えるべきで

あろう O

かりに西暦2000年のソ連社会において，個人的設業経営が消滅 L，社会的セグターのみ

が存在すると仮定 Lょう O そのばあい，現在上記のごとく{巨人的副業経営が，きわめて効

率的に生産を担当している品目の生産すべてを，とうぜん社会セクターの部分だけで引受

けねばならなL、。そのために，社会的セクターの生産性は著る Lく高められることが前提

条件となる O たとえば，グリゴロフスキー=アレクセーエフは， c表のごとく，西暦 2000
C 表

19耐年現在コルホ 満生に合足理産的必西さ暦な要せ需3なXる要註)0たf量l三を j| i| 19662∞o年の期間 I 
1E13 口 自 {ft ーズソフホーズ め 111vこコルホーズLソ

における生産高 ド フホーズでム仁E生産増
すべき暫

tj" 内 1凶万トγ! 6倍

ヰ二 手L 100万トン 45.6 183.0 4倍

:sfJ 10寵倍 10.7 131吉-

UJ:l所] B. 11. ipHropoBcKHH， M. A. AJleKCeeB， JIuttHOe nodco61we x03fliicm8o KO.llXO・
3HUK08， pa60ttux U c.IlyJICall{ux 8 CCCP. (江eHHHrpa~ 113~aTeJl bCTBO 
JleH日rpa瓦CKoroyHHBepcHTeTa， 1968)， CTp. 90. 

年のソ連社会におし、て必要とされる牛肉， 牛乳， 卵を社会的セクターのみで、供給するに

は， 1966年現在の生産高を，それぞれ， 6， 4 ， 13倍に高める必要があるが， それは何千

万というソピエト市民に「英雄的な努力J(repOH1.JeCKHe yCH江羽子2)を要求することに能

ならぬと述べている。

C.労換の分担

このように個人的副業経営と社会的経営は，生産過程においては依存性，生産物品呂に

59) Ta.M. JlCe， CTp. 94;立lMeJleB，“3KOHOMH1.JeCKaHpOJlb…" CTp. 32. 
60) レーニン:主，大経常の慢越の法[111が， r工業Jのばあいですら[ーときと Lて考えられているほど絶対
it-Jなものでない jが， l.rlt関係が比較にならないほど非常に臨時で多様なことを特徴とする農業めば
あいには， 大経常の能越性のi去員IJの完全な適用可能性:i. . いちじる Lくずっと厳搭な条件に拘束さ

れる iことを指適 Lていた。 B.11. JIeHHH， flO.llHOe co6paHue COttUHeHuii (U3δaHue nflmoe). 
ゆl¥ocKBa::ïocロOJl HTH3~aT ， 1963)， TOM 4， CTp. 110ー111. 邦訳『レーニン全集J.(東京:大月
書五百， 1958)， 第 4巻， p. 126. 

61) T a.M. ;}/ce; 6eJlHHOB， op. cit.， CTp. 94. 
62) ipHropoBcKHH， AJ1eKceeB，。ρ.cit勺 CTp.90--91. 
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おいては独自性の関誌にたつO では，第三に，労働ないし労働力という側面において，倍

人的開業経営と社会的経営は，いかなる関誌にたつだろうかワ 再経営における労働が，

一定のケース(たとえば，良繁期〉におし、て衝突しこ二律背反の関係にたつことは既述し

た(102ページ〉。では，すべての場合において，丙経営の労働はそのような二者択一を

迫られるのだろうか? もしそう、であれば，個人的副業経営で用いられている労働を社会

的経宵へできるだけ多く振っ向けるよう工夫せねばならなし、。つまり， rコルホーズ員の
コルホーズ労働にたし、する積極性を向上するためにはー人々が自己の住宅付震地に‘より

少く， (πOMeHbwe)従事する必要がある oI (A.クラエーヴア 083〉強調点 木村〉。と同時

にラ将来， Iコルホーズの社会的経済が発展するにつれて， 効率の悪い個人的副業経営に

それまでふり向けられていた労働ヵ入社会的生産に全部何回HKOM)用いられるようにな

るj(シュメザョーフ 64)。強調点-木村〉ことを予想しうる O しかし，ソピエトの一部の学

者は，このような問題の設定が，個人的副業経営の現実の性格にかんする「皮相浅薄な理

解 (rrOBepXHOCTHoe rrpe~cTaB~eHHe) (ヴェ γジヱノレ)65) ないし「生活や現実からの

断絶 (OTopBaHHOCTbOT )KH3注目， OT peallbHO註 ~e註CTBHTe~bHOCTH) (クラエーヴァ )66)

から起る，と説明する O それは，なぜ、かっ その理由を考えるためには，個人的調業経営

における労働の実態を知る必要がある O

まず，倍人的副業経営の労換にかんするデータを，一，二しめそう o 1959~64年におい

て，すべての生産労楊時間の14%が，個人的副業経常に尾いられ，その内訳は，コルホー

ズ員-58%，労働者と職員-42%であった。また，コノレホーズ員は，その生産労働時間の

24%，労働者と職員は99%を，個人的副業経営に振り向けている O さらに1962年のデータ

によると，農業におけるカテゴリ一部の労働支出は，国営-17.3%，コルホーズ-42.6%，

倍人的副業経営-40.1%と報告されているf〉つぎに， ベリャーノフによれば， CD 1959 

年， 98，648，000人が，個人的話lj業経営のみの労働に従事し，その内訳は， 労動適齢者-

50，355，000入，非労働適齢者-4，800，000人であった O ②1967年， 27，100，000人が，社会

的経営とならんで個人的副業経営にも従事していた068〉しかし，ヴエンジェノレによれば，

1963年に， 33 ， 000~3 ， 400 万の家族が，なんらかのていどにおいて，個人的説業経営によ

って白己のR引!?を補足していた。そして‘ ヴエンジェノレは 1家族が平均 3人から構成

されると Lて，約 1t意、の人間の運命が信人的副業経営と結びついていると推定している
が 69) このー{;i意と Lづ数字は，ベリャーノフによっても叉，承認されてL、る 079〉

さて， 上記の間に戻る。第一に，現在個人的説業経営で用いられている労働で，条件次

第ではあるていど社会的経営にストレイトに転化・吸収可能と考えうる類のものがたしか

に存在する c それは.D表のしめすごとく，カザフ，タジク，グノレジヤ， トゥノレクメンな

(3) A. KpaeBa， 0ρ cit.. CTp. 23. 
(4)立lrvleJIeB，“ 3KOHOMWleCKa完 pOλb…" CTp. 33. 
(5) BeHiKep， KO.flX03Hbl ii c mpoii ...， CTp. 45. 
(6) KpaeBa，。ρ.α.t.，CTp. 23. 
(7)以上すべて Be.71兄HOB.0)う.cit.， CTp. 79から再引用。
(8) Ta.M :JICe， CTp. 80-81. 
69) BemKep， KO.flX03Hblii cmpoii…， CTp. 57-58. 
70) Beλ兄HOB，。ρ.cit.， CTp. 3. 
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ど各共和国の工業未発達地域における青年・成人労働である O つまり，ここでは，昌己の

希望や専攻分野に合致した職種の仕事に就労することが国難な事清のために，かなり多く

の労働適齢男子の労働が社会的経営に組みこまれることなく，いわば失業救済の手だてと

D表 成年労働能力者中，個人的副業経営に従事してL、る者

の地域別立率(%) [1959J 

全人口中 l都市人口中|農業人口中
平 均 4.2 1.2 7.4 

カ サz フ 6.9 2.0 11.4 
ク。 ノレ :./ ヤ 6.1 9.8 

タ ン〆 ヅ ク 6.1 2.8 8.2 

ト ウノレク メ ン 5.3 2.1 8.7 I 

ト ワ -ー ア ふO

キ ノレ ギ ス 5.0 
・・・・・・...・.. .. . . . .. .. . .. . . . . . . ~ . .. 
....・...........................
二x:. ス ト 一 ア 1.5 0.2 3.5 

モ ノレ 夕、、 ピ ア 2.6 3.0 

ブ ピ → / 3.4 0.9 

アゼノレパイジャン 3.5 5.8 

ウ ス J、、、 ク 0.8 

ア ノレ メ ーー ア 0.9 9.3 

ロ シ ア 0.9 

UH戸市 BeJI兄HOB，Oρ cit.，CTp. 83から{乍訪し

して止むなく恒人的副業経営に吸収，雇用されているのである。70 しかしながら，これらの

後進地域においても，社会的生産への潜在的労働資源とみなしうるのは「ごく少なく J(ベ

ザャーノフ入 72) 1100万人を超えないJ(M.兄ソーニン)73) と見積られているのである O

第二に，個人的副業経営における労働にかんし注意すべきこと注，それが大部分本来自

由時間と分類されるべき時間中における労働であることである o E表は，①コノレホーズ農

民の自由時間が，都市における工業労働者のそれより著るしく少なく，@女性の自由時間

が，男性のそれに比べさらに少ないことを Lめしているが，その主たる理由は，コノレホーズ

E表 ー還問における工業労働者とコノレポーズ員の自由時間(単位:時間)

指 椋|男性 女 性!女性/男性ゆ

工業労働者 35.1 23.2 66.0 

コノレホ ズ員 29.78 14.71 49.4 

コルホーズ員/工業労働者(%) 84.8 63.4 

[IIlF号J rpHropoBcKH員， AJIeKCeeB， 0ρ. citり CTp.69. 

71)豆.MaHeBHl:f，“ Bceo6Ill.HOCTh Tpy瓦aH rrp06JIeMhl paUHOHaJIhHOrO HCnOJIh30BaHH兄 pa60可e設

CHJIhl B CCCP，" BonpoCbt 3ICOHO.MUICU. (地.6， 1965)， CTp. 27. 
72) 6eJlHHOB， op. cit勺 CTp.84. 

73) Ta.M JlCeから再引用。
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tE民か， Ll由時間を害Ul、て{国人的副業経営の労働に従事しているからである。すなわち，

ソピエトの別の専門家グザゴロフスキー=アレグセーエフによれば，工業労働者と比較し

て，コルホーズ畏民(男性〉は41.5%，同(女性〉は25%余分に労働しているJ4〉かつて

K. マルグスは，共産主義の号ヵ、さが労働時間でなく 1'1t長時間で誤Ijられるべきと説いた

が 75) たしかに彼らの亘うように現在のソピエト農村にあっては，良氏の生活と福祉がf]

由時間の縮少によってはじめて維持，讃われ，社会的セクターでの就労以外に個人的副業

経営における労動が「第二の労働BJくBTOpO員 pa60"l.J:H詰.ll.eHb)76) となっている実状を看
コンテタスト

過しではならぬであろうJ7〉ともあれ，ここでの文 脈において重要なことは，将来恒人
的副業経営がたとえなんらかの理由で縮少する傾向をしめすとしても，それは主として岳

由時間ないし余曜の増大を結果するだけで，必ずしも社会的セクターへの就労時間の良動

的増加を麗らさないであろうことである c

第三に，重要なことは‘個人的副業経営における労働を実際に担っているのが，圧倒的

に婦人，高齢者，未成年者ーである事実である O 婦人労働者が，個人的自i業経営における労

楊者数の90%以上を占めることは全ての統計がしめすところであるJS〉その比率は，労{動

適齢グループでは 96%，高齢者ないし未成年者ではお6%であるJ9〉また，定年(男性 60

才，女性55才)に達 Lた高齢者晋ないし未!長年者層は，信人的副業経営に従事する全労働

者の約3分の lを占めるといわれる。要するに，もはや社会的労働力たることを止めた祖

母が，息子夫婦を社会的セクターへ送り出したあと，孫の世話をしながら，付露地の労働

に従事する一一一これが，ソ連に見られる典型的な個人的説業経営の実際の風景と Lぺ、うる

のである 080〉

た Lかに，将来，フルシチョフ末期に提案されブレジネフ期になってから実施されはじ

めたコ/レホーズ農民にたいする年金保霞制度81)が完備されるにつれ，高齢者層が倍人的副

業経営に注ぐ労働は縮少してゆくであろう。しかし，そのように Lて節約された労換はも

はや完全な岳由時間(余壊〕に還元され，社会的経営へ投下されることを期待しえないと

覚悟 C?)すべきであるの82) また，婦人たちが，今後，所得の増大に伴い，個人的冨IJ業経
常における就労時間を縮少する二とはほぼ確実だと思、わJtるが，同様にその節約された労

働時間ほ，たちまち家事や文{ヒ・啓蒙等の活動に吸収され‘社会的経常へ転換可能主時間i

はごく{宅少と予誤IJすべきであろうやシュメリョーフが19671r:.リベツコイチH1)ベツコイ地iベ
の婦人コルホーズ農民を対象におこなったー調査も，婦人の社会的セグターへの労働参加

74) rpHropoBcKH詰， A.neKceeB， 0ム cit.，CTp. 68. 
75) K. MapKC Hφ. 3HreJIbC， CO'tUlteHUfl・ (MOCKBa:口OJIHT沼3.n:aT，1964)， TOM 26，可.III， 
CTp. 264. 

76) rpHropoBcKH政， A.1J.eKCeeB，。ρ.cit・， CTp. 68. 
77) Ta.M 二万'Ce.

78)たとえば江lMeJleB，.JlU'tHOe nodco6HOe X03fluCm80…， CTp. 46. 
79) Dogge and Feshback， op. cit.， p. 27京.
80) Ibid.， p. 279. 

81)たとえば，“oMeponpH兄TH兄xno瓦aJIbHeIIweMYnOBblweHHIO 6JIarOCOCTo完HH兄 COBeTCKoro
HapO.ll.a: nOCTaHOBJIeHHe日K KOCC H COBeTa MHHHCTpOB CCCP，" KO.M.MyHuCm. (N!!. 14， 
1967)， CTp. 4参R至。

82)江h.1eλeB，Jlu'tHoe nodco6Hoe x03flucm8o…， CTp. 145. 
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を阻んでいる要因として，個人的副業経営における就労と解答した者が，全体のわずかに

16%だったと報告している 083〉

以上のことから言いうるのは，主として経済発展の未発展な地域においては，現在たし

かに， -f!間人的副業経常の労働が，社会的経営への不十分なる参加という「犠牲によって」

(フルシチョプ )84) 営まれており，己れは将来是正可能と考えても差支えなし、。しかし，

それ以外の点では，個人的副業経営乙おける労働と時間は，社会的経営のそれとは異なっ

た種類，すなわち相互に二者択一的というよりむしろ一種の分担ないし f共存 1(cocyw.e-
cTBOBaHMe) (シュメリョーフ )85) の関係にあり， 吸収・転換の可能性は況とんど考えら

れぬ，ということである O

111 個人的言Ij業経営の将来

西側の専門家もソビエトの学者も，自己の拠ってたつ経済原理と体制の優位性を，現示

的であれ黙示的であれ前提にする点において，まったく軌をーにしている O すなわち，西

側専門家は社会的，集団的原理にたいする私的，哲人的原理の擾位，ソピ、エト学者はその

正反対を信じ込んでいる O だから，ソピエトの学者が，個人的副業経営を，たとえ社会的

経営と「共存J，86) 有機的に関連J，87)I結合j約する「社会主義的J89) なものと性搭規定

しようと，それは一種の「必要悪YO〉をなんとかして正当化しようとする理論的努力にす

ぎないとうけとられるのである O そしてこの受けとワ方がまったくの的はずれでないなに

よりの証拠は， ソビエトの学者が只一人の例外もなく，将来における倍人的副業経営の

消滅を前提とし， その;肖減の過程を「社会主義社会の発展における進歩的な (nporpec-

cMBHa兄〉傾向 I(ベリャーノフ091〉強弱点一木村〉とみなす事実にある O 本節では，この

個人的副業経営の将来の消滅の問題について論じてみよう O

まず第一に，ソピエトの学者たちが個人的副業経営の究極的消滅を前提とする理由は，

その f二重性格J(JJ:BO長CTBeHHa兄 npHpoJJ:a)92)に求められるOすなわち，個人的副業経営
は，たしかに社会主義的生産にとって不可欠，社会主義的諮費にとって補足的な要国であ

るO それは， f也方，プリミティヴな生産手段でおこなわれる小規模な非社会的生産ででも

ある 093〉 また，その労働の担い手は，たしかに社会的生産に参加する勤労者ではあるが，個

83) Ta.M :JICe， CTp. 144-145. その{也の要問と Lてほ， 子供の近話-52%，老齢の両親の世話ー-8%，

病気-13%. その抱一11%となっている o Ta.M :JICe. 
84) H. C. XpymeB， CmpOUme.llbCmBO 1CO.M.MyflU3.Ma B CCCP U pa3Bumue Ce.llbC1COZO x03flti-
cm8a. (MocKBa: rOCnOJIHTH3瓦aT)，TOM 3， CTp. 392. 

85)立lMeJIeB，'‘ 3KOHOMH'IeCKa完 pOJIb…プ CTp.27. 西側専門家も，社会イヒセクターと私的セクター
という f巨人と探掃の共存 (co-existence)J (強調点ー木村〉が，ソ連農業の顕著な特徴と述べる c
Lovell， 0ρ. cit.， p. 46. 
86)江lMeλeB，“3KOHOMHQeCKa兄 pO.nb…，"CTp. 27. 
87) Ta.M :>>ee. 
88) Ta.M :JICe. 
89) oe.nHHoB， 0ρ citり CTp.17-1お.
90) Volin， 01り cit勺 p.18. 
91) oeJI兄HOB，ot. cit.， CTp. 134. 
92) Ta.M :JICe， CT予.34.
93) Ta.M :JICC. 
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人的!r';1j業経営j二従事するときに小生産者としての性格を苦びることを否定 Lえな L、OMV

のような個人的副業経営の生産と労働に見られる二重性格は，とうぜん物質的関心の「二

弔性パpa3，a，BoeHIle)，号5) すなわち社会的セクターの生定と労働に損害を与えても個人的

tl~1]柔経常に lおける F下産と労働に参加 L たいという誘惑の土壌を構成する f83

したがって，ソビエトの学者たちが，このような二重性をもっ個人的副業経営を「過渡

的なJ(nepeXO)lH3刃)97) 生産様式として理論構成するのは，いわばとうぜんであるo r過
渡的JとL、う場合，将来における支配的なものへの発展を予定するばあいと逆に消滅を予

定するケースとの二つが考えられ乙が，個人的副業経営は， もちろん後者のケースであ

る 098} 換言すれ~f，個人的副業経営が移行するのは，未来の形式へ発展を遂げるのではな

し現在の社会的生産様式へ接近・吸収されるのである O

かくして二重的J， I過渡的J性格をもっ偶人的副業経営の克服。浩滅の過程は社会

主義的発展にとり;進歩的J領向とされるのであるのでは，つぎに，いかにして消滅して

ゆくとされるのだろうか? ソピエト学説による個人的副業経営の消滅の仕方にかんする

理論詰成の当否が問題となる O 主ず¥個人的説業経営は， Iドl己消誠一I(C3MOOTMHp3HHe) 

!::こ¥.. 1 I i'!己清算! (CaMOJIHKBH，a，a眼前99) の途を泊るのニ，ju土，個人的高Ij業経常の経営

者がH発的に付属地の経営を断念することを意決するひっ主り，過去においてレーニ

γ主義的乱発性!京長IJJ (λeHHHCKH註npHl-!UItn ，a，06POBO.7IbHOCTIf) 10わを侵犯して，個人的

1;~1j業経宍を也律的・人工的に告Ij限，縮少， 7肖減させることを目論んだすべての行政捨置が

惨めな失敗におわった反省にもとづいているのであるの現在ブレジネフ政権の農業問題の

最高責任者と巨される江.C.ポ 1)ヤンスキー(政治局員兼第 A 副首相)も， 1969年 11月

25日，スターリン時代の旧定款から数えて実に34年ぶりに採択された「新コルホーズ模範

定款]の主要報告の中で，この岳発性原期をつぎのように強調した。

「社会的経営がI'，:J¥'、水準に到達L，コルホーズ民自身代aMH)が領人的副主:経営を，経済的に利益

が少なく不必要なものとして!炭素する時が到来するであろう c しかし，……このプロセスを人工的に

(HCKyccTBeHHO)速める根拠はないJIOl) (強調点一木村〉。

このような個人的部業経営のfj己消滅の過程は，とウぜん「漸造的 j(nOCTeneHHbI恥 102)

「長期かっ混雑な 1 (瓦.1IHTeJIbHbI品目 C瓦O)KH副長)103) プロセスであるc だからといって，

ソビエトの学説は， 1!N人的副菜経営のj肖滅の実現のために，必ずしも「完全共産主義一:

〈ロOJIHblf!KOMMyHH3M)104) を侯つ必要はなく，[完全共産主義!達成の a段階におL、て出

94) T a.lt :JIどe，CTp. 36. 
95) rpHI'OpOBCKH設， A.neKceeB， 0ρ， cit" CTp. 30. 
96) Ta.M :JlCe， CTp. 31. 
97) 5e.n兄HOB，ot. cit.， CTp. 16-17， :13-34. 
98) Ta.M :JICe， CTp. 16-17. 

99) rpHI'OpOBCKH註， A.neKceeB， op， cit.， CTp. 96， 
100) KpaeBa，。ρ cit.，CTp. 2~i. 
101)刀'paBda.(26 HO兄6p完， 1969 r.)， CTp. 4. 

102) rpHrOpOBCKHH， A.neKceeB，。ρ.cit.， CTp. 91. 
103) Ta.M :JICe. 
104) 5e.n刃HOB，Oj.う.cit.， CTp. 49. 
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滅する 105)に相違ない，と説く O 果して，このような予測は妥当であろうか? その当否を

判断するために，さらに個人的副業経営の「消滅の条件Jを検討する必要がある O

ふつう，ソビエトの通説的見解，たとえばヴェ γジヱノレが， 1囲人的副業経営消滅の前提

条件としているのは，つぎの二つである。すなわち，①農業生産物の豊能が達成され，個

人的副業経営の生産なしに，社会の農業需要をもっぱら社会的セクターからの生窪で以っ

て充足しうること O ②コノレホーズ農民の実質所得が向上し，個人的副業経営からの追加的

(?)所得なしに，白己の需要をもっぱら社会的セクターからの賃金や公共消費フォ γ ド

で以って充足しうること 0108〉ところが，ベリャーノフは，この1966年にヴヱ γジェノレによ

って説かれた二条件の規定が不十分で、あるとして， 1970年刊の著書のなかで，つぎのよう

に説いた。すなわち，①「農業生還物jだけでなく， Iすべての (Bce)J 物質的その能の

豊鏡，②「コノレホーズ農民」だけでなく「すべての (Bce)勤労者j の所得の平等化，が

必要であると JG7} たしかにベザャーノフの方が個人的副業経営の消滅の必要かっ十分

(?)条件として，完備しているつしかしながら，それでは，結局その消滅をほとんど無

隈の彼方にまで押しゃることを意味しないかっ ともあれ，これら二条件について，以下

(ただし，②→①の!蹟序で〉検討・してみよう。

第一に，指摘せねばならないのは，個人的副業経営からの収入が，その経営主の全所得

に占める比重の大きさである C たとえば，コルホーズ農戸にとって，個人的副業経営から

F表 コルホーズ農戸の総所得の構造 (克)

附 I1960 I 1963 I 19回 I1抑|

国家の協同組合組織叫カ問得| ベベベ 19.1

コルホーズカらの所得! 46.8 

伺人的副業経営カらの所得| 34.1 

ま忌 PJf 100 100 

[1-1¥所〕註lMe，neB，JlU'tHOe noOco6Hoe .x0351UCm60 ...， CTp. 102. 

の所得は F表のしめすように，その全所得の40%前後を占めている O このように恒常的

に比重の高い所得を，ソビエトの通説が「追加的J(ぇoロOJIHHTeJIbH副長)108) 所得として正

当化しているのは根拠に乏しく，むしろ， M.マーケエンコが率査に承認したごとく， I必

要不可欠のJ(Heo6xo江区MbIむ109) 所得とみなすべきであろう O

105) TaM :JICe. 

106) BemKep， KO.llX03HbtU cmpou...， CTp. 53. 
107) neJI兄HOB，Oρ cit.，CTp. 47-48. 
108)たとえば， P. O. XaJI中間a，npaBO .IlU'tHOU Co6CmBeHHOCmu Zpa:JICOaH CCCP. (MOCKBa: 
日3.llaTeJIbCTBOaKa.lleMHH HayK CCCp， 1955)， CTp. 19; npa60 .Ilu'tHoii co6cmBeHHocmu. 
(MOCKBa: I13)1:aTeJIbCTBO <<HaYK)>， 1964)， CTp. 15. 

109) M. MaKeeHKo，“3KOHOMHQeCKa兄 pOJIbJIHQHOrO nO.llC06HOro X03兄首CTBa，"BOnpOCbJ 81COHO-
MU1CU. (1966，持.10)， CTp. 60. 
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それはともかく，コルホーズ農戸は，この信人的説業経営からの所得によってはじめて

工業労働者の所得の約 4分の 3となり，もしこれがなければ工業労働者の40%にも達しな

いことになる0110} ソフホーズ員のばあい， 同様に超人的副業経営からの所得は， その全

所得の20%を占め 111)この所得によってはじめて工業労働者の所得の約 10分の 9となる

が，もしこの所得がなければ工業労働者の所得の 3分の 2となるoli2〉このように，個人的

副業経営からの所得は，コルホーズ農戸，ソフホーズ員，工業労働者間に存在する著るし

L 、所得格差を i中和化J(HeHTp3JIH30B3Tb)113) L.所得を「均等化J(Bblp3BHHB3HHe)114) 

する機能を果しつつあるといえるっこのように，ソピエト市民とくに農村住民の所得構造

中に大きな比重を占め，至要な接能を演じつつある俗人的la!J菜経営な Lにすべての勤労者

の所得が十分かつ平準化するのは，よほど遠い未来のことと考えられるのである。

個人的副業経営の消滅のもう一つの蔀提条件としては，農業生産物の豊能(ヴェンジェ

ノりでなく，すべての物質・的・その詑の豊鏡(ベリャーノフ)が必要である C なぜなら，

コルホーズ農戸その也個人的副業経営の経営主は，たんに彼らの食糧品需要が十分充足さ

れるようになったというだけでは，この魅力ある「追加 j所得源としての個人的副業経営

を放棄すると到底考えられえないからである C

すなわち，コルホーズ農民は食料品の他に，衣料，家具なと、非食糧品にたいする需要を

有 L，しかも後者は，食糧品にたいする需要に比べずっと速いテンポで無限大にすら増殖

する0115〉また，ソ連において， 現在のところ未だ農村地域にふ‘ける!~家や協同組合によ

る日常的サービス業務は決定的な遅れをしめしているく1965年に，人口の半介が居生する

農村地域が受けた日常的サービスは，全工業的サービスの10分の 1，非工菜サービスの 5

分の lにすぎなかった!116)) しかるに，コルホーズは，自己充足的なコミューンでなくコ

ルホーズ白由市場を介して外部経済と繋がっているから，コノレホーズ農民には，個人的副

業経営の農畜産物を換金化することによって，自己の非食糧品や F1常サービスにたし、する

需要を充足しうる方途がひらかれてL、るつ

したがって，ソ連経済が，将来，たんに農産物はL、うにおよばず，あらゆる種類の物質

的財貨，精神的サービスの豊読を保障し℃はじめて，個人的副業経営の自然的消滅の必要

にして十分な条件が整うとみるべきであろう。そのような時がくるまで，コルホーズ農民

その他は，ヵ、ように必要，便利，魅力的な i追加的j所{ij訴と Lての知人的MIJ業経営を決

して白発的に断念しないであらう O そしいこ，このような条件の備わった社会，すなわち物

質的・精神的財貨のあり余る豊かな社会一一それは，いわゆる完全共産主義の達成同様，

110) fpHropoBCKHH， AJIεKceeB， 0ρ cit.， CTp. (j~. (j:l. 

111) Ta.M JlCe， CTp. (:i，1. 
112) TaM :JICe. 
113) 5eλ兄日OB，op. cit.， CTp. 12:3. 1964年のロシア共和国の何では，労働者職員の賃金は，平均して 93.0
ノレーブ、人工業労動孟-101.7ノレーブリ， ソフホーズ、民一72.2ループ?リであった O もL， コノレホー " 
農民の賃金をソフホーズはの76%と考えれば， 55/1..-ーブリとなるが， f白人的副主経営から，.')43%の

追加所得と合JI'して， 100ルーブリ，すなわち，工業労働諸にほぼ匹敵する月収となる。 Ta.M‘JlCe.
114) TaM :JICe， CTp. 4. 

115)立lMeλeB，JJu'tfWe noaco6flOe x03flucm8o・." CTp. 135. 
116) Ta.M JlCe， CTp. 1J4. 
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まだ未だ遠いユートピアに寓すると考えられる Q

結 論

ソビエト水t操の父といわれる A.江サーハロフ捧士は，最近の「クレムリン指導部への
要請一一覚え書J(1971. 3. 5日付〉の中でコルホーズ農民， ソフホーズ労働者，吉

営農民の自留地(=本稿でし、う個人的副業経営のおこなわれる住宅村属地一木村〉におけ

る農業生産拡大のための措置J1l7) を要望した。たしかに，環時点において， ブレジネフ

政権が，スターリンやブノレシチョフの轍を踏んでまで個人的副業経営を人工的・行政的に

制摂，縮少しようとするけはし、は見られないといってよいかも知れぬOIls〉 しかし他方，

場プレジネフ政権が，サーハロブ博士らの要望を容れて現在許容している以上に個人的出Ij

菜経営を拡大するとは，なおさら~~ . J替のニと考え難いのであふ O 否むしん，ブレジネフ政

権も又，将来，個人的副業経営が完全に消滅することを前提としてL、るつ

かつて，フルシチョフは，社会的生産の発展に伴い，個人的副業経営を社会的セクター

に明け渡してゆくのが， I~ すべての (Bce) コノレホーズJ119) (強調点一木村〉の歩むべき i疑

いもなく正 Llづ何回yc五OBHOnpaBHJIbHbI邑)120)途乙述べたが，この未来へ向けての楽観

的な展望ならびに確信にかんするかぎり，ブレジネフ下のソビエト学説も，まったくフル

ジチョフと基本的に変るところはないといってよい O たとえば，ヴェ γジェノレは述べる O

f社会的生産がよワ高度に発展すればするほど，叉それによってコルホーズ農民，労働者，勤労者の

需要がより一層十分に充足されればされるほど，彼らはそれだけ一層速く自己の倍人的副業経営を

←ーはじめのうち江部分的に，ついで完全に (nOJIHOCTb幻〉一一放棄し詰じめるj(強調点一木村)0 121) 

そして， ヴエンジェルは， ソ連社会がかような個人的副業経営の不可欠性を無くすよう

な社会経済状態に「完全に (BnOJIHe) 到達することが，理論のみならず，実践面からも

疑いえないJ(強調点一木村〉と断言する!!

かっ亡本稿の筆者は，ソ連邦における二大《消費》形式たるく個人的所有権〉とぐ社会

的消費フォ γ ド〉との関係および将来性にかんしつぎのような結論に到達した〈ことがあ

るO すなわち::::個人的=形式としてのく個人的所有権〉は， 独自の存在理由と機能をも

117)アンドレイ.D.サハ日ブ， r民主化・合法性・人権ークレムリン指導部への要請一党え喜J，Il朝日
ジャーナ l~.11， (1972. 8. 11)， p. 86. 

118)これにたいし， 1969年 6月の『新コルホーズ模範定款(草案)jJの個人的副業経営にかんする規定

を材料にして， ブレジネフ政権が，すでに個人的副業経営削減の方針を採りはじめたと見る西側の

見解もある。 KeithBush，“The New Draft Kolkhoz Model Charter，" Bulletin. (Munich: Institute 
o[ the Study of the USSR， Vol. XVI， No. 7， July 1969)， pp.39-40参照。なお， 1，司論文の紹介

として， 木村汎 i ソ迷路における f~~1人的副業経営 れ:会主義社会におけると将人的なもの之の比重

と歴史的展e[1--Jも参出。
119) XpYll1.eB， CmpOUme./lbCm60 KO.M.MyIiU3.Ma…， TOM 3， CTp. 406. 
120) Ta.M :JICe.いうまでもなくフルショフ期の学者も，この見解に従う O たとえば，コシェリエブは，

fコノレホーズ制度の経涜的開花は， この種の個人的所在権(=個人的副業経営一木村〉 の完全な
くnOJIHoe)浩滅を導くであろうJ(強調 }\r\~ 一木村)，九日. Ko出e.iIeB，JJUttliaH C06Cm8eliliOCmb 6 
coqua.lluCmUtteCKO.M o6UfeCm8e. (MocKBa: I13.n:aTe.lIbcTBO COll.HaJIbHO-3KOHOMHQeCKO設
"iHTepaTypbI， 1961)， CTp. 101. 

121) BeH)Kep， KO./lX03IibIU cmpou…， CTp. 53. 
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っとともに，必ずしも文明の進歩に逆行しないどころか逆にそれによって促進されるが故

に:::社会的ミ形式としてのく社会的消費フォンド〉に全面的に途を譲り，代醤され，消

誠することは，将来，決してないだろうしまたそうあるべきではないc むしら，i肖貨の

二大形式としてのく個人的所有権〉とど社会的消去フォンド〉の永久的な分業ならびに共

存関係こそが，文明の真の進歩に合致する，と O

改めていうまでもなく，本語iの対象たるく個人的副業経営〉とぐ社会的経蛍〉は，現ソ

連社会に;おける《治安》でなく，く農業)<<生産》の二大別である。にもかかわらず，その

ことを十分承知したうえで， ;24かっ， 筆者は<<泊費》の二形式i二かんし到達ーしたと jJi]様
の結論を宅この《生産》の二大形式にかん Lても述べ t~ l 、と忠う O すなわち，ソ連邦にお

けるぐ個人的話1]業経?ヰ〉と〈社会的経営〉は， .1J! {I:相互に i 有機的関連J，長r~ {ì 1，分

jE!の関係にあると L、うソビエト T許説の説明をさらに・歩進めて，両経科は， (ソビエト

学者が説くのとは呉なり)， 将来においても叉， 平和的共存なL、し永久的な共法をおがする

であろうし，叉それを人工的に妨げるのは好ましくない，とっ

この結論のま艮拠としては，本稿でこれまでおこなったすべての分析と論述以外に，駐在

の筆者に辻個人的主観と呼ぶべきものしかなl'0 その漠然とした信人的世界観になにほど

かの形を与えるために， 最後に， 今西錦司氏の言葉を{昔りて， この小論を終えたレと思

うO 氏が生物界におし‘て発見された，ダーウィンの弱肉強食の自然、海汰説にかわる，件直み

わけ》理論は，人間界にもそのままあてi主主り，本稿で、筆者が述べようとする結論を抱の

なによりもよく代弁してくれるように思えるからである C すなわち，氏の「内容的に生物

のもつ競争的性搭もまた協議的性格も同時にとらえたJ122) く徳出御稔氏，強調点一木村〉

理論は，つぎのように述べるの

「立熱海誌説の欠点は，……生存競争がおこって，擾務劣敗で，敗れたはうのものが淘試される，と

いうところにある。あるいは，より進化したものじょっ亡.ょっ進化しないものが泣きかえられる，

といってもよL、。そうすると， カリウドパチやノ、ナパチの生uむこし、らいろの段階のものが認められ

る，というミとと矛盾してくるc 進化の段階の低しもものが，いまでも I~心、ものとしをっしょに， 'JLAで
共存しているということじなるからである。-.一一それではくは-…一法λわけ説をだして一....l、るの

だJo123) (1972. 10. 10説梢〉

〔付・6己〕 本稿は昭和47年度文部省科学研究費による研究成果の一部である。

122) 1::111春子， 11 H +~の思想 ~'L着と敗北の系 ，;N ~ J] (東京.¥1.i " 11 11¥ 版会， 1971)， p.201 うー んI} 1111 0 

12~i) //1可f[訪れj制， tr人11¥1J] (京;立:i Ij~ 1 i新出 jeL. 1952)， pp. 69~70. 
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